
貴社の人材受入れ等の方法は適法ですか？ 

□労働者派遣  許可・届出業者と適法な契約に基づき労働者の派遣を受けている 

労働者派遣 適法な派遣の業務内容 

請 負 

□貴社（注文主）から請負事業者の労働者に対して作業指示などの指揮命令を 

  行って いない 

  ※ 派遣事業者には、「一般労働者派遣事業」（登録型）と「特定労働者派遣事業」（常用  

    雇用型）の区分があり、「一般」の場合には有効期間（新規３年、更新５年）があります。 

適法な事業者 

 □派遣の業務は禁止されている業務ではない 

  

□労働者派遣事業者は有効な資格を持つ事業者である 

※  派遣禁止業務（労働者派遣法第４条） 港湾運送業務、建設業務、警備業務、医療関連業務 

請負業者 
請負契約 

雇用関係 

※ 適正な請負であるためには、請負事業主が、自己の労働者の労働力を自ら直接利用 

  し、請負業務を自己の業務として注文主から独立して処理することが必要です。 

派遣先 派遣会社 

労働者 

派遣契約 

雇用関係 

指揮命令 

【参考】労働者派遣の形態 

職業紹介 

出 向 

適法な手続 

いわゆる「偽装請負」となってない 

指揮命令があると実態 
として「派遣」と同じ形になる 
⇒いわゆる「偽装請負」となる 
  （労働者派遣法違反） 

 検 索 
労働者派遣事業者・職業紹介事業者 
の許可・届出状況の確認は  ⇒ 

在籍出向の場合、適正な出向目的で受け入れている 

□出向の目的が次のいずれかに該当するもので、形式的な出向ではない 

□労働者を離職させないで、関係会社において雇用機会を確保する目的 

□経営指導、技術指導の実施を目的 

□職業能力開発の一環として行うことを目的 

□企業グループ内の人事交流の一環として行うことを目的 

いずれかの目的に該当しない場
合には⇒「労働者供給事業」とし
て職業安定法違反となる可能性
があります。（職業安定法第４４条） 

注文主 

労働者 

指揮命令 

適法な職業紹介事業者 

□職業紹介事業者は有効な資格を持つ事業者である 
  ※ 職業紹介職業事業者には、「有料」、「無料」の区分があり、許可・届出を行っている 

    必要があります。許可の場合には有効期間（新規３～５年、更新５年）があります。 

□有料で職業紹介を受ける業務は禁止業務ではない ※有料職業紹介取扱禁止業務 

  港湾運送業務、建設業務 

お問い合わせ 福島労働局 需給調整事業室 電話 024-529-5746 

厚生労働省 人材サービス総合サイト 
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福島労働局 

適法な業務についての紹介 


